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公表の時点等 公表 主たる事務所 

従たる事務所  
※電磁的記録を
電子通信回線で

閲覧できる場合に
は必要なし

(1) 貸借対照表（法45の27）
　　 (第三号第一様式から第四様式）

○
システム

(法59の2(1))
(規則10(3))
(規則10(1))

(2) 収支計算書(法45の27(2))
　　資金収支計算書（第一号第一様式から第四様式）
　　事業活動計算書（第二号第一様式から第四様式）

(3) 注記（法人全体および拠点区分ごと）(会計基準第
29(1)(3))

※会計基準において計算書類には、注記を付すことと
されていることから、上記計算書類と同様に公表・備え
置き・保存を行います。

○

10年間

社会福祉充実計画を策定す
る場合は計画期間満了後

10年間
(事務処理基準12（３）)

(1) 事業報告(法45の27(2))

(2) 事業報告の附属明細書(法45の27(2))

9 財産目録 (1) 財産目録 － －

○
５年間

(法45の34(1))
(法59の届出書類)

○
３年間

(法45の34(1))
(法59の届出書類)

○
５年間

(入札通知）

(1)　評議員会議事録 － －

○
評議員会の日から

10年間
（法45の11（2）)

○
評議員会の日から

５年間
（法45の11（3）)

－

(2)　理事会議事録 － －

○
理事会の日から10

年間
（法45条の15(1)）

－ －

－

10　議事録

※　本表は、東京都 福祉保健局指導監査部 社会福祉法人担当に確認済みです。
※　「システム」・・・財務諸表等電子開示システム
※【法】社会福祉法　　【規則】社会福祉法施行規則　 【会計基準】社会福祉法人会計基準省令　  【事務処理基準】社会福祉充実計画の承認等に係る事務処理基準　　【入札通知】社会福
祉法人における入札契約等の取扱いについて
※「備え置き」とは・・・閲覧等の請求の実効性を確保するために備え置きが法定されていることから、「備置き」とは、請求があれば容易に閲覧又は謄写等に対応することが可能な状態で保
管することと理解できます。たとえば、議事録をファイルにつづって、事務所に保管しておくことが考えられます。
※「電磁的記録を電子通信回線で閲覧できる」とは、たとえば、従たる事務所からもアクセスできるフォルダーにデータを保存しておくことが考えられます。

社会福祉法人の情報公開の項目等一覧

8 監査報告
(1) 監査報告（監事監査項目を添付）
（法45の18（1））

－ －

○
定時評議員会の日
の２週間前の日から

5年間
(法45の32(1))

○
定時評議員会の

日の２週間前の日
から３年間

(法45の32(2))

○
インターネット
（法人HP等）

※努力義務事項
(事務処理基準12（2）)

－ － －

7 事業報告 － －

○
定時評議員会の日
の２週間前の日から

５年間
(法45の32(1))

○
定時評議員会の

日の２週間前の日
から３年間

(法45の32(2))

－

○
３年間

(法45の34(1))
－

－
○

計画期間満了後10年間
(事務処理基準12（３）)

6 社会福祉充実計画 社会福祉充実残額がある場合のみ作成

(1)社会福祉充実計画の承認を受けたと
き（変更の承認および届出含む）

○
システム

(事務処理基準12（1）)
－

(2)社会福祉充実事業に係る実績（毎年
度）

－

(2) 社会福祉充実残額算定シート － －

○
５年間

(法45の34(1))
(法59の届出書類)

○
３年間

(法45の34(1))
(法59の届出書類)

○
３年間

(法45の34(1))
(法59の届出書類)

5 事業概要その他厚生労働省令で定める事
項を記載した書類

(1) 現況報告書
所轄庁への届出をしたとき
(法59)

○
システム

(法59の2(1))
(規則10(3))
(規則10(1))

○
５年間

(法45の34(1))
(法59の届出書類)

(3) 事業計画 － －

○
５年間

※作成する旨を定
款で定めている場

合
(法45の34(1))

○
10年間

(法45の27(4))

4 役員等名簿

役員など名簿（理事・監事・評議員の氏名および住所を
記載したもの）
※住所の公表は不要。
(法45の34(1))

所轄庁への届出をしたとき
(法59)

○
インターネット
（法人HP等）
(法59の2(1))
(規則10(3))
(規則10(1))

○
５年間

(法45の34(1))
(法59の届出書類)

○
３年間

(法45の34(1))
(法59の届出書類)

－

 3 計算書類
所轄庁への届出をしたとき
(法59)

○
定時評議員会の日
の２週間前の日から

５年間
(法45の32(1))

(法59の届出書類)

○
定時評議員会の

日の２週間前の日
から３年間

(法45の32(2))
(法59の届出書類)

○
10年間

(法45の27(4))
○

システム
(法59の2(1))
(規則10(3))
(規則10(1))

(4) 計算書類の附属明細書(法45の27(2))

ー
※一部（拠点区分資金
収支明細書、拠点区分
事業活動明細書）はシ
ステムによる県・国へ

の報告・提供事項

○
定時評議員会の日
の２週間前の日から

５年間
(法45の32(1))

(法59の届出書類)

○
定時評議員会の

日の２週間前の日
から３年間

(法45の32(2))
(法59の届出書類)

長期保存
（無期限が望ましい）

 2 報酬などの支給の基準を記載した書類
役員等報酬等支給基準
※「報酬等」とは、報酬、賞与その他職務遂行の対価と
して受ける財産上の利益及び退職手当をいう。

役員などの報酬などの基準について評議
員会の承認を受けたとき（変更も同様）
(法45の35(2))

○
インターネット
（法人HP等）
(法59の2(2))
(規則10(1))

○
５年間

(法45の34(1))
(法59の届出書類)

○
３年間

(法45の34(1))
(法59の届出書類)

 －

 1 定款の内容

・定款について所轄庁の認可を受けたと
き
・定款変更について所轄庁の認可を受け
たとき
・定款変更の届出をしたとき
(法31(1)、法45の36(2)(4))

○
インターネット
（法人HP等）
(法59の2(1))
(規則10(1))

 ○
(法34の2(1))

 ○
(法34の2(1))

 項目 詳細

公表 備置き

保存


